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（本店所在地）

千 葉 県 市 川 市 上 妙 典 1603 番 地

（本社所在地）

東京都台東区浅草橋１丁目22番 16号

ヒューリック浅草橋ビル８階

東 洋 合 成 工 業 株 式 会 社

代表取締役社長 木 村 有 仁

第68回定時株主総会招集ご通知
　

拝啓 日頃より格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。

　さて、当社第68回定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご出

席くださいますようご通知申しあげます。

　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができます

ので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用

紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成30年６月21日（木曜日）午後５時まで

に到着するようご返送くださいますようお願い申しあげます。

敬 具
記

１．日 時 平成30年６月22日（金曜日）午前10時（受付開始 午前９時半）
２．場 所 千葉県浦安市美浜１－９

浦安ブライトンホテル １階 フィースト
（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）

３．目 的 事 項
報 告 事 項 第68期（平成29年４月１日から平成30年３月31日まで）事業報告

及び計算書類の内容報告の件
決 議 事 項
第１号議案 取締役７名選任の件
第２号議案 補欠監査役１名選任の件
第３号議案 役員賞与支給の件
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４．招集に当たっての決定事項

議案に対して賛否の表示をされないときは、賛成の意思表示をされたものとし

て取扱います。

５．その他本招集ご通知に関する事項

本招集ご通知に際して提供すべき書類のうち、「計算書類の個別注記表」につき

ましては、法令及び定款第 15 条の規定に基づき、当社ホームページ

（http://www.toyogosei.co.jp/ir/info/convocation.html）に掲載しております

ので、本招集ご通知には記載しておりません。

　以 上

　

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くだ

さいますようお願い申しあげます。また、議事資料としてこの「招集ご通知」をご持

参くださいますようお願い申し上げます。

　

　なお、株主総会参考書類及び事業報告ならびに計算書類に修正が生じた場合は、

インターネット上の当社ホームページ（http://www.toyogosei.co.jp/ir/info/

convocation.html）に掲載させていただきます。
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（提供書面）
　

事 業 報 告
　

　

（平成29年４月１日から
平成30年３月31日まで）

　

１．会社の現況に関する事項

(1) 事業の経過及びその成果

当期の世界経済は、米国では個人消費の増加や雇用環境の改善を背景に良好

に推移し、欧州でも緩やかな回復が続きました。さらに、中国では外需拡大も

あり、堅調に推移しました。

しかしながら、各国・地域においては地政学的リスク、金融資本市場の変動、

原油価格の変動など引き続き注視が必要な状況が続いています。

一方、わが国経済は引き続き堅調な雇用・所得情勢を受け、個人消費も底堅

く推移したことにより、緩やかな回復が続きました。

このような状況のもと、当社はお客様との関係強化に努め、積極的な販売拡

大、新製品の開発、コスト削減に取り組み、当事業年度の売上高は20,536,743

千円(前期比+2,353,517千円、+12.94%)、営業利益は1,300,737千円(前期比

+773,654千円、+146.78%)、経常利益は、第３四半期累計期間においては為替差

益20,595千円を計上しておりましたが、第４四半期において為替相場が円高に

振れたことにより、一転して通期では、主な要因として外貨建て売上債権から

生じた為替差損66,181千円を計上したため1,089,338千円(前期比+676,975千円、

+164.17%)、当期純利益は863,058千円(前期比+629,772千円、+269.96%)となり

ました。

【感光性材料事業】

半導体向け感光性材料は、IoTによる電子デバイス使用量の大幅増加により、

旧世代感光性材料販売が増加しました。また、データ通信量増大によるDRAMお

よびフラッシュメモリーの3次元化によるレジスト需要、スマートフォン用等の

先端半導体向けレジスト材料の販売がいずれも拡大しました。ディスプレイ向

け感光性材料は、OLED向けがやや軟調となりましたが、LCDマーケットは、引き

続き高需要となり、販売は増加しました。

以上の結果、同事業の売上高は11,328,174千円(前期比+1,607,142千円)、営

業利益は1,275,859千円（前期比+659,226千円）となりました。

【化成品事業】

化成品部門は、IoT化の進む中、需要が旺盛である情報処理向けの半導体メモ

リー分野や、スマートフォン・EV自動車向け部材といった成長率の高い領域に

おいて、主力顧客が生産量を伸ばしていることにより、電子材料向け高純度合

成溶剤製品の販売が堅調に推移しました。
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一方、香料分野では、海外の大手香料メーカーはシェアを伸ばし、これらの

大手香料メーカー向け販売が増加しました。ロジスティック部門は、顧客満足

度向上に努めた結果、タンク契約率、回転率共に高水準で推移しております。

以上の結果、同事業の売上高は9,208,569千円(前期比+746,374千円)、営業利

益は24,877千円（前期比+114,427千円）となりました。

事業別売上高
　
内 容 金額（千円） 構成比（％）

感 光 性 材 料 事 業 11,328,174 55.16

化 成 品 事 業 9,208,569 44.84

合 計 20,536,743 100.00

（注） セグメント間の取引については相殺消去しております。

　

(2) 設備投資の状況

当事業年度の設備投資の総額は2,412,986千円であります。

　

(3) 資金調達の状況

当事業年度中に、所要資金として、金融機関より長期借入金2,400,000千円の

調達を実施しました。

その他の増資、社債発行等による資金調達は行っておりません。

　

(4) 対処すべき課題

当社は、市場や市況の変動による影響を最小限に留め、安定的に利益を生み

出す事業基盤の構築に向けた、全社的なコスト削減に取り組むとともに、原価

の変動に見合った適正な販売価格を維持し、収益性の向上に努めてまいります。

　事業部門別の課題として、感光性材料事業では、IoT化による半導体、ディス

プレイマーケットの大幅な伸長により、当社製品の需要も顕著に増加しており、

これに対応した生産能力増強が課題となっております。生産能力増強として、

設備投資を行い、安定供給体制の強化に努めてまいります。また、デバイスの

進化に伴い、EUVリソグラフィー向けポリマーおよび光酸発生剤(PAG)の開発体

制の強化と共に、製品および製造工程の品質向上とその管理維持体制を強化し、

トータル品質として競争力のある製品の提供に努めてまいります。また、お客

様との関係強化により、次世代のニーズを取り込んだ製品開発および製造、品

質管理体制を行える仕組みづくりを強化してまいります。
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化成品事業では、電子材料向けの拡販に努めてまいります。IoT化の進む中、

需要が旺盛である情報処理向けデバイスには、高品質溶剤が求められており、

更なる品質管理体制やカスタマーサービスの強化、並びに高付加価値製品の提

供を精力的に進めてまいります。また、海外需要を取り込み、電子材料向け、

香料材料向けともにセールスチャネルを強化してまいります。ロジスティック

分野は、為替の急激な変動により輸入品タンク契約の需要に影響が生じる場合

がありますが、国内メーカー等需要の多様性を開拓し、安定契約取込みに努め

てまいります。

(5) 財産及び損益の状況
　

区 分
第65期

(平成26年度)
第66期

(平成27年度)
第67期

(平成28年度)

第68期
(当事業年度)
(平成29年度)

売 上 高(千円) 16,863,215 17,919,212 18,183,226 20,536,743

経 常 利 益(千円) 677,053 688,616 412,363 1,089,338

当 期 純 利 益(千円) 540,325 468,044 233,286 863,058

１株当たり当期純利益(円) 68.07 58.97 29.39 108.73

総 資 産(千円) 28,648,934 28,232,999 28,425,112 30,298,063

純 資 産(千円) 6,526,114 6,806,014 7,000,311 7,783,259

１株当たり純資産額(円) 822.20 857.46 881.95 980.60

　

(6) 重要な親会社及び子会社の状況

① 親会社との関係

該当事項はありません。
　

② 重要な子会社の状況

該当事項はありません。
　

③ 事業年度末日における特定完全子会社の状況

該当事項はありません。
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(7) 主要な事業内容（平成30年３月31日現在）

当社は、主に以下のような事業を行っております。

① 有機工業薬品、有機溶剤等の製造並びに販売

② 画像形成用の感光性材料等の製造並びに販売

③ 電子表示機器の材料等の開発、製造並びに販売

④ 電池材料並びに電気二重層材料等の研究開発、製造並びに販売

⑤ 酵素蛋白、細胞を特定形状化するための感光性樹脂の研究開発、応用品

の製造並びに販売

⑥ 化学機械・装置（反応用機器、蒸留塔、抽出器、濾過器、乾燥器等）の

設計、製作並びに設置工事

⑦ 倉庫業（液体化学品の保管管理）

⑧ 貨物運送取扱業

(8) 主要な事業所等（平成30年３月31日現在）

当社の主要な事業所

本社 東京都台東区

工場 市川工場 千葉県市川市

千葉工場 千葉県香取郡東庄町

香料工場 千葉県香取郡東庄町

淡路工場 兵庫県淡路市

高浜油槽所 千葉県市川市

感光材研究所 千葉県印西市

西日本営業所 大阪府大阪市

上海事務所 中華人民共和国上海市

　

(9) 従業員の状況（平成30年３月31日現在）
　

従 業 員 数
前 事 業 年 度
末 比 増 減

平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

587名 27名増 36.1歳 9.9年
　

（注） 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は含まれておりません。
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(10) 主要な借入先の状況（平成30年３月31日現在）
　

借 入 先 借 入 額

株式会社 千葉銀行 4,795,000千円

株式会社 東京都民銀行 3,152,000千円

株式会社 みずほ銀行 2,405,980千円

株式会社 日本政策投資銀行 1,472,600千円

株式会社 りそな銀行 701,651千円

株式会社 商工組合中央金庫 578,000千円

株式会社 三菱東京UFJ銀行 380,000千円

株式会社 三井住友銀行 325,000千円

農林中央金庫 250,000千円

株式会社 みなと銀行 155,000千円

日本生命保険相互会社 145,000千円

株式会社 京葉銀行 100,000千円
　

（注）１．当社は運転資金の安定的かつ効率的な調達を行うため、借入極度額2,150百万円の
　 コミットメントライン契約を主幹事の株式会社千葉銀行と締結しております。

２．当該契約に基づく当事業年度末の借入実行残高はございません。

２．会社の株式に関する事項（平成30年３月31日現在）

(1) 発行可能株式総数 30,000,000株

(2) 発行済株式の総数 8,143,390株（自己株式206,148株を含む）

(3) 株主数 6,260名

(4) 大株主（上位10名）
　

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

木村 有仁 1,094千株 13.79％

木村 愛理 583千株 7.35％

株式会社千葉銀行 298千株 3.76％

株式会社東京都民銀行 298千株 3.75％

木村 正輝 278千株 3.50％

あいおいニッセイ同和損害保険株式会社 248千株 3.13％

株式会社TGホールディング 200千株 2.52％

公益財団法人東洋合成記念財団 200千株 2.52％

日本マスタートラスト信託銀行株式会社
早稲田大学・管理信託口

200千株 2.52％

日本マスタートラスト信託銀行株式会社
（信託口）

149千株 1.88％
　

（注）１.当社は、自己株式を206,148株保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。
２.持株比率は自己株式を控除して計算しております。
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３．会社役員に関する事項

(1) 取締役及び監査役の氏名等（平成30年３月31日現在）
　

会 社 に お け る 地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代 表 取 締 役 社 長 木 村 有 仁 公益財団法人東洋合成記念財団 理事長

常 務 取 締 役 出 来 彰 化 成 品 事 業 部 長

取 締 役 渡 辺 宏 一 ロ ジ ス テ ィ ッ ク 事 業 部 長

取 締 役 宮 澤 貴 士 感 光 材 研 究 所 長

取 締 役 平 澤 聡 美 感 光 材 事 業 部 長

取 締 役 鳥 井 宗 朝 －

監 査 役 （常 勤） 森 寧 －

監 査 役 宮 﨑 誠 －

監 査 役 越 山 滋 雄 株 式 会 社 ジ ー フ ッ ト 監 査 役
　

（注）１．取締役鳥井宗朝氏は、社外取締役であります。
なお、当社は、取締役鳥井宗朝氏を㈱東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定
し、同取引所に届け出ております。

２．当事業年度中の取締役及び監査役の異動は、以下のとおりであります。
　 ・平成29年６月23日開催の第67回定時株主総会において、宮澤貴士氏及び平澤聡美氏が取

締役に、森 寧氏が監査役に新たに選任され、それぞれ就任いたしました。
　 ・平成29年６月23日開催の第67回定時株主総会終結の時をもって、任期満了により、木村

正輝氏、森 寧氏及び坂間好展氏は取締役を退任いたしました。
　 ・平成29年６月23日開催の第67回定時株主総会終結の時をもって、辞任により、萩原正一

氏は監査役を退任いたしました。
３．監査役宮﨑誠氏及び監査役越山滋雄氏は、社外監査役であります。

なお、当社は、監査役宮﨑誠氏及び監査役越山滋雄氏を㈱東京証券取引所の定めに基づく
独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。

４．当社は、公益財団法人東洋合成記念財団に一部寄付を行っております。
５．当社は、株式会社ジーフットとの間に特別な関係はありません。

　

(2) 取締役及び監査役の報酬等の額
　

区 分 支 給 人 員 報 酬 等 の 額

取 締 役
（う ち 社 外 取 締 役）

９名
( １名)

118,173千円
( 12,525千円)

監 査 役
（う ち 社 外 監 査 役）

４名
( ３名)

25,414千円
( 14,972千円)

合 計 １３名 143,587千円
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（注）１．取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与・使用人分賞与は含まれており
ません。

２．取締役及び監査役の支給人員には、平成29年６月23日開催の第67回定時株主総会終結の時を
もって退任した、取締役３名及び監査役１名を含んでおります。

３．森 寧氏は、第67回定時株主総会において取締役を退任した後、監査役に就任したため、支
給人員及び報酬等の額について取締役期間は取締役に、監査役期間は監査役に含めて記載し
ております。

４．取締役の報酬限度額は、平成27年６月26日開催の第65回定時株主総会において年額240,000
千円以内（うち社外取締役分は30,000千円以内。ただし、使用人分給与は含まない。）と決
議いただいております。

５．監査役の報酬限度額は、平成23年６月22日開催の第61回定時株主総会において年額50,000千
円以内と決議いただいております。

６．上記の報酬等の額には、当事業年度における役員賞与引当金の繰入額が以下の通り含まれて
おります。

　 取締役 ９名に対し 24,910千円（うち社外取締役 １名に対し3,525千円）
監査役 ４名に対し 7,144千円（うち社外監査役 ３名に対し3,572千円）

７．上記の報酬等の額には、当事業年度における役員退職慰労引当金の繰入額が以下の通り含ま
れております。

　 取締役 ７名に対し 9,695千円
８．上記のほか、平成29年６月23日開催の第67回定時株主総会において承認可決された退任取締

役に対する退職慰労金贈呈の決議に基づき、退職慰労金を退任取締役３名に対し541,368千
円支給しております。

９．上記のほか、平成27年６月26日開催の第65回定時株主総会において承認可決された監査役に
対する退職慰労金制度の廃止に伴う打ち切り支給決議に基づき、退職慰労金を退任社外監査
役１名に対し4,958千円支給しております。

　

(3) 社外役員に関する事項

① 当事業年度における主な活動状況
　

区 分 氏 名 主な活動状況

取 締 役 鳥 井 宗 朝

当期開催の取締役会18回全てに出席し、議案審議等
につき、経験豊富な経営者の観点から意見を述べる
とともに、取締役会の意思決定の妥当性、適正性を
確保するための助言・提言を行っております。

監 査 役 宮 﨑 誠

当期開催の取締役会18回全てに出席し、製造業の経
験・見地から適宜意見を述べております。また、当
期開催の監査役会17回全てに出席し、監査結果につ
いての意見交換、監査に関する重要事項の協議等を
行っております。

監 査 役 越 山 滋 雄

当期開催の取締役会18回全てに出席し、企業経営に
関する豊富な経験から、適宜意見を述べておりま
す。また、当期開催の監査役会17回全てに出席し、
監査結果についての意見交換、監査に関する重要事
項の協議等を行っております。
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② 責任限定契約の内容の概要

当社と社外取締役及び各社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づ

き、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当

該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、同法第425条第１項に定める最低責任

限度額としております。

４．会計監査人の状況

(1) 名称 新日本有限責任監査法人

(2) 報酬等の額
　

報酬等の額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 20,000千円

当社が会計監査人に支払うべき金銭

その他の財産上の利益の合計額
20,000千円

　

（注）１．会計監査人の報酬等について当社監査役会は、取締役会、社内関係部署及び会計監査
人からの必要な資料の入手や報告の聴取を通じて、会計監査人の監査計画の内容、従
前の事業年度における職務執行状況や報酬見積の算出根拠等を検討した結果、会計監
査人の報酬等につき、会社法第399条第１項の同意を行っております。

２．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法
に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できません
ので、当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しており
ます。

(3) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針

監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある等、その必要があると判断

した場合、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容

を決定し、取締役会は当該決定に基づき当該議案を株主総会の会議の目的といた

します。

　また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当

すると認められ、かつ改善の見込みがないと判断した場合には、監査役全員の同

意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査

役は、解任後最初に招集される株主総会において、会計監査人を解任した旨と解

任理由を報告いたします。

５．会社の体制及び方針

(1) 業務の適正を確保するための体制

取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他

会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は以下のとおり

であります。
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① 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため

の体制

イ．当社は、企業の行動規範の基本原則である「経営理念」、「経営方針」及び

「行動指針」を定め、取締役及び従業員はこれを遵守し、公正で高い倫理観に基

づいて職務を執行する。

ロ．当社は、「コンプライアンス規定」を定めるとともに、コンプライアンスの全

体を総括する組織として、コンプライアンス担当役員または人事・総務担当部

長を委員長とする「コンプライアンス委員会」を設置する。

ハ．当社は、取締役及び従業員に、法令及び企業倫理の遵守を徹底させるため、

コンプライアンスに係わる定期的な社内教育等を行う。

ニ．当社は、社員が法令・企業倫理に違反する行為を発見した場合の報告体制と

して、社内通報制度を構築する。

ホ．当社は、社長直轄の内部監査室を設置し、すべての業務が法令、定款及び社

内規定に準拠して適正に行われているかを調査し、その監査結果を社長ならび

に取締役会に報告する。

ヘ．監査役は、当社のコンプライアンス上に問題があると認めたときは、社長に

意見を述べるとともに、改善策の策定を求めることができる。

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

取締役の職務の執行に係る情報については、法令及び「文書管理規定」等に基づ

き、定められた期間、セキュリティが確保された場所に安全かつ適切に保存・管

理することとする。

③ 損失の危険の管理に関する規定その他の体制

イ．当社は、想定される事業上のリスクを管理する体制として、「リスク管理規

定」を定め、内部統制担当役員を委員長とする「リスク管理委員会」を設置す

る。

ロ．「リスク管理委員会」は、リスク管理に対する体制ならびに方針を決定し、リ

スクの評価ならびに各部門への指導を行う。

ハ．内部監査室は、リスク管理体制の構築・運用状況について監査し、その監査

結果を社長ならびにリスク管理委員会に報告する。

ニ．当社は、不測の事態が発生した場合には、社長を本部長とする対策本部を設

置し、迅速な対応を行い、損害の拡大を防止しこれを最小限度に留める体制を

整備する。

④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

イ．当社は、取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するため、取締

役会を月１回定期的に開催するほか、必要に応じて適宜、開催する。

ロ．取締役会の決定に基づく業務執行については、「組織分掌規定」及び「職務権

限規定」において、それぞれの責任者及び責任の範囲、執行手続きの詳細につ

いて定める。
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⑤ 監査役の職務を補助すべき使用人に関する体制と当該使用人の取締役からの独

立性に関する事項

イ．監査役は、監査役の職務を補助すべき使用人として、当社の使用人から監査

役補助者を任命することができる。監査役補助者の評価は監査役が行い、監査

役補助者の人事異動、賃金等の改定については監査役会の同意を得た上で決定

する。

ロ．監査役補助者は、業務の執行に係る役職を兼務しない。

⑥ 取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関

する体制及び監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

イ．取締役及び使用人は、当社の業務または業績に影響を与える重要な事項につ

いて、監査役に随時報告する。

ロ．監査役は、取締役会はもとより、重要な会議に出席または議事録を閲覧し、

必要に応じて取締役及び使用人に報告を求めることができる。

(2) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

当社が整備している内部統制システムにおける当事業年度の運用状況の概要は以

下のとおりです。

① コンプライアンス

当社は社内規定として「コンプライアンス規定」を定めており、当事業年度に

おいてコンプライアンス委員会を４回開催し、コンプライアンス違反防止のため

の監督・施策検討等を行い、その内容を取締役会へ報告しました。また、人権を

含め、コンプライアンスへの理解を深めるための教育・研修を継続的に実施して

おります。

② リスク管理

当社は社内規定として「リスク管理規定」を定めており、当事業年度において

リスク管理委員会を４回開催し、当社のリスクを把握・管理するため、リスクの

洗い出しや評価、対策の策定、対策状況のチェックなどを行い、その内容を取締

役会へ報告しました。

大規模自然災害による複数の事業所の被災を想定した訓練等を実施し、緊急時

の連絡網の整備や対応体制の強化を図りました。

③ 内部監査

内部監査室は、内部監査計画に基づき、当社における業務の適正性、法令順守

状況について内部監査を実施し、社長ならびに取締役会に報告しました。

④ 取締役の職務の執行

当事業年度において取締役会を18回開催し、法令、定款及び取締役会規定に定

められた経営上重要な事項の審議・決定および業務執行の状況等の監督を行いま

した。
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⑤ 監査役の職務の執行

監査役は取締役会に出席するほか、重要な会議への出席などを通じて、内部統

制の整備、運用状況を確認しております。また、会計監査人、内部監査室と連携

を図ることにより、モニタリングを行っております。当事業年度において監査役

会を17回開催し、取締役の業務執行を監査しました。

⑥ 社外役員による連絡会

当社社外役員（社外取締役、社外監査役）と社長による連絡会を当事業年度に

おいて４回開催し、経営や企業統治に関して情報交換・意見交換を行うととも

に、社外役員の独立した客観的立場に基づき、助言・提言を行いました。

(3) 会社の支配に関する基本方針

① 基本方針の概要

当社は、昭和29年の設立以来、独創的な視点を大切にした研究・開発に注力

し、現在ではフォトレジスト向けの感光性材料等の製造・販売を中心とした「感

光性材料事業」、香料材料の製造・販売及び電子材料向け溶剤を中心とする高付

加価値品の製造・販売及びリサイクル、ならびに液体化学品の保管業務を行う

「化成品事業」を営んでおります。

当社事業の特徴として、①顧客企業と研究開発段階からの技術的な摺り合せに

よる参入障壁の構築、②長年にわたり蓄積された高い生産技術力、③事業環境の

変化への対応力を高める成長事業と基盤事業を組み合わせた事業ポートフォリオ

の構築、④各事業が密接に結び付くことによる大きなシナジー効果等により、国

内のみならず、世界各国のお客様より高い評価をいただいております。

当社は、当社の財務及び事業方針の決定を支配する者の在り方について、当社

の経営理念や企業価値のさまざまな源泉、当社を支えるステークホルダーとの信

頼関係を十分に理解し、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を中長期的に確

保、向上させる者でなければならないと考えております。

上場会社である当社の株式は、株式市場を通じて多数の株主、投資家の皆様に

よる自由な取引が認められており、当社の株式に対する大規模な買付行為や買付

提案があった場合においても、当該大規模な買付等が当社の企業価値ひいては株

主共同の利益の確保・向上に資するものであれば一概に否定するものではなく、

これに応じるか否かは最終的に株主の皆様の自由な意思により判断されるべきで

あると考えております。

しかしながら、このような大規模な買付等の中には、専ら買付者自らの利潤の

みを追求しようとするもの、株主の皆様に株式の売却を事実上強要するおそれの

あるもの等、対象会社の企業価値ひいては株主共同の利益に資さないものも少な

くありません。
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当社は、上記の例を含め、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を毀損する

おそれのある不適切な大規模な買付等を行う者は、当社の財務及び事業の方針の

決定を支配する者として不適切であると考えます。

　

② 基本方針の実現に資する取組みの概要

当社では、中長期的な経営戦略及びコーポレート・ガバナンスの強化の両面よ

り、当社の企業価値ひいては株主共同の利益の確保、向上に努めており、次の施

策が会社の支配に関する基本方針の実現に資するものと考えております。

イ．経営の基本方針

当社は、経営方針として「①安全操業を最優先し、従業員、協力会社社

員、地域住民など関係者の安心できる操業環境を確保する。②法令や社内ル

ールを遵守するとともに、誠実かつ公正な企業活動を行う。③世界最高のマ

イクロストラクチャー構造材料を国際社会に提供する。④常に新製品、新プ

ロセス、新サービスを開発する。⑤生産技術の高度化を推進し、新プロセス

を開発、安定品質で市場競争を勝ち抜く。⑥国内外隔たりなく企業活動を展

開し、日本を代表するグローバル企業となる。⑦全社をあげて、常に能力開

発に努め、個人の能力の向上を通じて創造性を発揮し、社会に貢献する。」

を掲げております。当社は、この経営方針に基づき、積極的な事業展開を進

め、業容の拡大と業績の向上に邁進し、高品質かつ高機能な材料を可能な限

り安価に供給することにより、産業全体の発展と高度化に役立つことを目指

しております。

また、創業以来、「当社の生命線は研究開発にある」を理念に、独創的な

視点を大切にした研究開発力の増強と生産技術の向上に努め、蓄積された技

術やノウハウを活用して市場ニーズに迅速かつ的確に対応し、有機合成から

分離精製、プラントエンジニアリング、化成品物流等に至るまで、事業分野

及び事業規模を着実に拡大させることにより化学産業界で独自の地位を築い

てまいりました。当社は永続的発展を通じてお客様、株主の皆様、従業員等

の利害関係者に貢献することを目指しております。

ロ．中長期的な経営戦略

当社は、感光性材料事業及び化成品事業の２事業を営んでおります。
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感光性材料事業は、半導体、ディスプレイの製造に使用されるフォトレジ

ストの主原料となる感光性樹脂を主要製品として供給しております。半導体

業界は、世界的なIoTへの進化により、情報通信技術の普及は産業面だけで

なく、日常生活に不可欠なコンシューマ向けエレクトロニクス製品や車の自

動運転等、使用用途の一層の拡大が見込まれております。また、これらを実

現するための技術として、半導体設計寸法の微細化、三次元化のためのリソ

グラフィ技術は進化し、当社が供給している素材についても高度な研究開発

と、pptレベルの品質管理と共に安定した供給の責任が求められて来ており

ます。このような市場状況に対応するため、感光性材料事業では、新規材料

の研究開発、製造技術開発、品質管理の高度化に取組み、世界最先端の半導

体技術へ素材材料から貢献する企業を目指してまいります。また、世界的な

需要の拡大に対応した生産能力の増強をより一層進めることにより、事業の

拡大と収益性の向上を図ってまいります。

化成品事業は、半導体、ディスプレイ、医薬品等の製造に使用される高純

度溶剤、フレーバー・フレグランス等の香料に使用される香料原料の供給の

ほか、首都圏の需要に対応した化学品の物流倉庫業を行っております。この

ような人々の日常生活に必要となる各種素材を国内・海外へ供給しているこ

とから求められる、安全操業、安定供給という社会的責任を果たすととも

に、研究開発・技術開発を一層強化することで、市場ニーズを見据えた競争

力の高い製品の開発を強力に推進してまいります。

化学品物流分野は、石油化学関連企業の統合等により、物流経費の削減及

び物流基地の統廃合が進んでおり、事業を取り巻く環境は引き続き厳しいも

のと予想されます。しかしながら、遠隔地に立地する石油コンビナート生産

工場で生産された液体化学品や海外メーカー生産の液体化学品を、大都市消

費地へ輸送する物流形態は、今後も引き続き必要不可欠であります。当社

は、お客様のニーズに柔軟な対応を可能とする液体化学品総合物流基地とし

ての機能を構築しており、安全操業と化学品の生産活動で蓄積した高度な取

扱・保管技術を最大限に活かし、今後も液体化学品総合物流基地としてお客

様の信頼を獲得してまいります。

当社では、このような取組みを積極的に行い、企業価値の持続的な向上を

実現してまいります。
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ハ．コーポレート・ガバナンスの強化への取組み

当社は、企業価値・株主共同の利益の向上を実現するためには、株主価値

を高めることが課題であると認識しており、経営の効率化、健全化を積極的

に進めるとともに、経営の透明性を高めるため、コーポレート・ガバナンス

の強化に取り組んでおります。

当社は、監査役会設置会社及び執行役員制度を採用し、取締役会による

「意思決定・監督」と管掌取締役及び執行役員による「業務執行」、監査役及

び会計監査人による「監査」により、経営監督・監査と執行の機能を分担し

て運営しております。

取締役の責任明確化と事業環境の変化に柔軟に対応するため、取締役の任

期を１年としております。また、社外取締役及び社外監査役を選任してお

り、株式会社東京証券取引所が定める独立性の基準に従い独立役員として届

け出ております。これらの社外役員と代表取締役社長による連絡会を四半期

に一度開催し、経営や企業統治に関する様々な助言を得ることができる機会

を設け、コミュニケーションの強化を図っております。

これらの取組みにより株主の皆様をはじめとする様々なステークホルダー

との信頼関係をより一層強固なものにし、企業価値の継続的な向上をめざし

てコーポレート・ガバナンスの強化に努めてまいります。

③会社の支配に関する基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事

業の方針の決定が支配されることを防止するための取組み

当社は、平成20年５月26日開催の取締役会において、「当社株式の大規模買付

行為に関する対応策（以下、「本プラン」といいます。）」の導入を決議し、平成

20年６月20日開催の当社第58回定時株主総会において、株主の皆様のご承認をい

ただいております。また、平成29年６月23日開催の当社第67回定時株主総会にお

いて、本プランの継続について株主の皆様にご承認をいただいております。

本プランの概要は、以下に記載のとおりですが、本プランの詳細につきまして

は、平成29年５月12日付の当社プレスリリース「当社株式の大規模買付行為に関

する対応策（買収防衛策）の継続について」をご参照ください。

（当社ホームページ http://www.toyogosei.co.jp/）

イ．本プランの対象となる当社株券等の買付

本プランの対象となる当社株券等の買付とは、特定株主グループの議決権

割合を20％以上とすることを目的とする当社株券等の買付行為、または結果

として特定株主グループの議決権割合が20％以上となる当社株券等の買付行

為をいい、かかる買付行為を行う者を大規模買付者といいます。
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ロ．大規模買付ルールの概要

大規模買付ルールとは、事前に大規模買付者が取締役会に対して必要かつ

十分な情報を提供し、取締役会による一定の評価期間が経過した後に大規模

買付行為を開始するというものです。

ハ．大規模買付行為がなされた場合の対応

大規模買付者が大規模買付ルールを遵守した場合には、取締役会は、仮に

当該大規模買付行為に反対であったとしても、当該買付提案についての反対

意見を表明したり、代替案を提示することにより、株主の皆様を説得するに

留め、原則として当該大規模買付行為に対する対抗措置はとりません。

ただし、大規模買付ルールを遵守しない場合や、遵守されている場合であ

っても、当該大規模買付行為が会社に回復し難い損害をもたらすなど、当社

の企業価値ひいては株主共同の利益を著しく損なうと取締役会が判断した場

合には、対抗措置をとることがあります。

また対抗措置をとる場合、その判断について株主総会を開催し、株主の皆

様のご意志を確認させていただく場合がございます。

ニ．独立委員会の設置

対抗措置を講じるか否かについては、取締役会が最終的な判断を行います

が、本プランを適正に運用し、取締役会によって恣意的な判断がなされるこ

とを防止するとともに、その判断の合理性及び公平性を担保するため、独立

委員会を設置いたします。

対抗措置をとる場合、その判断の合理性及び公正性を担保するために、取

締役会は対抗措置の発動に先立ち、独立委員会に対して対抗措置の発動の是

非について諮問します。

独立委員会は対抗措置の発動の是非または、対抗措置の発動について株主

総会へ付議することの要否を取締役会に対し勧告するものとします。

ホ．本プランの有効期間等

本プランの有効期間は、平成32年６月30日までに開催予定の当社第70回定

時株主総会の終結の時までの３年間とし、以降、本プランの継続（一部修正

したうえでの継続を含む）については３年ごとに定時株主総会の承認を得る

こととします。

ただし、有効期間中であっても、株主総会または取締役会の決議により本

プランは廃止されるものとします。

④上記取組みが会社の支配に関する基本方針に沿い、当社の企業価値ひいては株

主共同の利益に合致し、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものでない

ことについて
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イ．買収防衛策に関する指針の要件を充足していること

本プランは、経済産業省及び法務省が平成17年５月27日に発表した「企業

価値・株主共同の利益の確保または向上のための買収防衛策に関する指針」

の定める三原則（企業価値・株主共同の利益の確保・向上の原則、事前開

示・株主意思の原則、必要性・相当性確保の原則）ならびに経済産業省に設

置された企業価値研究会が平成20年６月30日に発表した報告書「近時の諸環

境の変化を踏まえた買収防衛策の在り方」および㈱東京証券取引所が平成27

年６月１日に公表した「コーポレートガバナンス・コード」の「原則１－５

いわゆる買収防衛策」の内容を踏まえたものとなっております。

また、同様に㈱東京証券取引所の定める「有価証券上場規程 第440条（買

収防衛策の導入に係る尊重事項）」につきましても充足しております。

ロ．株主共同の利益を損なうものではないこと

本プランは、当社株式に対する買付等がなされた際に、当該買付に応じる

べきか否かを株主の皆様が判断し、あるいは当社取締役会が代替案を提示す

るために必要な情報や時間を確保し、または株主の皆様のために買付者等と

交渉を行うこと等を可能とすることにより、当社の企業価値ひいては株主共

同の利益を確保し、向上させるという目的をもって導入されるものです。

本プランの継続は、株主の皆様のご承認を条件としており、株主の皆様の

ご意思によっては本プランの廃止も可能であることから、本プランが株主共

同の利益を損なわないことを担保していると考えられます。

ハ．株主意志を反映するものであること

本プランの導入につきましては、平成20年６月20日開催の当社第58回定時

株主総会において、株主の皆様のご承認をいただいております。

また、平成23年６月22日開催の当社第61回定時株主総会、平成26年６月27

日開催の第64回定時株主総会、及び平成29年６月23日開催の当社第67回定時

株主総会において、本プランの継続について株主様のご承認をいただいてお

りますが、継続後は本プランの有効期間の満了前であっても、当社株主総会

において本プランを廃止する旨の決議が行われた場合には、本プランはその

時点で廃止されることになり、株主の皆様のご意向が反映されます。

ニ．独立委員会の判断の重視

本プランにおける対抗措置の発動は、当社の業務執行を行う経営陣から独

立している委員で構成される独立委員会ヘ諮問し、同委員会の勧告を最大限

尊重するものとされており、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に資す

るよう、本プランの透明な運用を担保するための手続きも確保されておりま

す。
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ホ．デッドハンド型買収防衛策やスローハンド型買収防衛策ではないこと

本プランは、当社の株主総会において選任された取締役により構成される

取締役会によって廃止することが可能です。したがって、本プランは、デッ

ドハンド型買収防衛策（取締役会の構成員の過半数を交代させてもなお、発

動を阻止できない買収防衛策）ではありません。

また、当社は取締役の任期を１年と定めているため、本プランはスローハ

ンド型買収防衛策（取締役会の構成員の交代を一度に行うことができないた

め、その発動を阻止するのに時間を要する買収防衛策）でもありません。

なお、当社では取締役解任決議要件につきましても、特別決議を要件とす

るような決議要件の加重をしておりません。

(4) 剰余金の配当等の決定に関する方針

当社は、株主の皆様への利益還元を経営上の重要課題の一つとして認識しており

ます。剰余金の配当は、最も重視すべき株主の皆様に対する利益還元策であると認

識し、安定配当の維持を基本に会社の安定的な経営基盤の確保とのバランスに配慮

しながら、会社の業績、配当性向、内部留保等を総合的に勘案し決定することを基

本方針としております。

当事業年度の期末配当は、当期の経営成績、及び今後の事業展開や内部留保等を

総合的に勘案した結果、１株当たり５円とさせていただきます。これにより、平成

30年３月期の剰余金の配当は、年間配当として１株当たり10円とさせていただきま

す。

なお、内部留保資金につきましては、将来の事業展開に備え、高付加価値製品の

研究開発や競争力強化のための設備投資等に充当し、経営基盤の強化に努めてまい

ります。

剰余金の配当につきましては、平成18年６月22日開催の第56回定時株主総会で取

締役会決議において実施できる旨の定款変更が決議されております。なお、四半期

配当については現時点で実施する予定はありません。
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貸 借 対 照 表
　

（平成30年３月31日現在）
(単位：千円)

資 産 の 部 負 債 の 部
科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産 12,841,485 流 動 負 債 15,857,673

現 金 及 び 預 金 2,525,526 支 払 手 形 367,506

受 取 手 形 382,230 買 掛 金 2,504,964

売 掛 金 3,313,271 短 期 借 入 金 6,700,000

商 品 及 び 製 品 4,478,876 １年内返済予定の長期借入金 3,123,031

仕 掛 品 167,361 リ ー ス 債 務 147,998

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 1,462,315 未 払 金 202,510

前 払 費 用 112,724 設 備 関 係 未 払 金 1,717,458

繰 延 税 金 資 産 224,030 未 払 費 用 201,152

そ の 他 178,914 未 払 法 人 税 等 151,337

貸 倒 引 当 金 △3,765 前 受 金 40

固 定 資 産 17,456,578 預 り 金 25,984

有 形 固 定 資 産 16,585,145 賞 与 引 当 金 405,535

建 物 3,289,409 役 員 賞 与 引 当 金 32,054

構 築 物 3,395,488 設 備 関 係 支 払 手 形 159,544

機 械 及 び 装 置 2,889,282 そ の 他 118,555

船 舶 0 固 定 負 債 6,657,130

車 両 運 搬 具 4,168 長 期 借 入 金 4,637,200

工 具、 器 具 及 び 備 品 155,856 リ ー ス 債 務 261,654

土 地 4,835,945 繰 延 税 金 負 債 169,283

リ ー ス 資 産 297,110 退 職 給 付 引 当 金 1,306,112

建 設 仮 勘 定 1,717,883 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 62,029

無 形 固 定 資 産 331,042 資 産 除 去 債 務 176,998

借 地 権 142,555 そ の 他 43,852

ソ フ ト ウ エ ア 85,661 負 債 合 計 22,514,804

リ ー ス 資 産 88,250 純 資 産 の 部

ソ フ ト ウ エ ア 仮 勘 定 10,717 株 主 資 本 7,738,562

そ の 他 3,857 資 本 金 1,618,888

投 資 そ の 他 の 資 産 540,391 資 本 剰 余 金 1,541,589

投 資 有 価 証 券 259,098 資 本 準 備 金 1,514,197

保 険 積 立 金 221,274 そ の 他 資 本 剰 余 金 27,391

そ の 他 60,018 利 益 剰 余 金 4,667,264

利 益 準 備 金 110,769

そ の 他 利 益 剰 余 金 4,556,494

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 258,899

別 途 積 立 金 2,600,000

繰 越 利 益 剰 余 金 1,697,595

自 己 株 式 △89,179

評価・換算差額等 44,696

その他有価証券評価差額金 44,696

純 資 産 合 計 7,783,259

資 産 合 計 30,298,063 負債純資産合計 30,298,063
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損 益 計 算 書
　

　

（平成29年４月１日から
平成30年３月31日まで）

(単位：千円)

科 目 金 額

売 上 高 20,536,743

売 上 原 価 16,435,888

売 上 総 利 益 4,100,855

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,800,117

営 業 利 益 1,300,737

営 業 外 収 益

受 取 利 息 817

受 取 配 当 金 8,627

受 取 家 賃 15,545

受 取 保 険 金 4,000

補 助 金 収 入 579

受 取 補 償 金 8,212

そ の 他 27,029 64,811

営 業 外 費 用

支 払 利 息 135,732

支 払 手 数 料 68,613

為 替 差 損 66,181

そ の 他 5,682 276,210

経 常 利 益 1,089,338

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 154,109 154,109

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 38,938

そ の 他 525 39,463

税 引 前 当 期 純 利 益 1,203,984

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 185,211

法 人 税 等 調 整 額 155,714 340,925

当 期 純 利 益 863,058
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株主資本等変動計算書
　

　

（平成29年４月１日から
平成30年３月31日まで）

(単位：千円)

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資本準備金
その他資本

剰 余 金

資本剰余金

合 計
利益準備金

そ の 他 利 益 剰 余 金

固 定 資 産

圧縮積立金
別途積立金

繰越利益

剰 余 金

当期首残高 1,618,888 1,514,197 27,391 1,541,589 110,769 250,773 2,600,000 922,036

当期変動額

固定資産圧縮積立金
の積立

- 8,126 △8,126

剰余金の配当 - △79,373

当期純利益 - 863,058

自己株式の取得 -

株主資本以外の
項目の当期変動額
(純額)

-

当期変動額合計 - - - - - 8,126 - 775,559

当期末残高 1,618,888 1,514,197 27,391 1,541,589 110,769 258,899 2,600,000 1,697,595

　

株 主 資 本 評 価 ・ 換 算 差 額 等

純資産合計利益剰余金
自己株式 株主資本合計

その他有価証

券評価差額金

繰延ヘッジ損

益

評価・換算

差額等合計利益剰余金合計

当期首残高 3,883,578 △88,968 6,955,088 43,604 1,617 45,222 7,000,311

当期変動額

固定資産圧縮積立
金の積立

- - - -

剰余金の配当 △79,373 △79,373 - △79,373

当期純利益 863,058 863,058 - 863,058

自己株式の取得 - △210 △210 - △210

株主資本以外の
項目の当期変動額
(純額)

- - 1,091 △1,617 △526 △526

当期変動額合計 783,685 △210 783,474 1,091 △1,617 △526 782,948

当期末残高 4,667,264 △89,179 7,738,562 44,696 - 44,696 7,783,259
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
平成30年５月17日

東 洋 合 成 工 業 株 式 会 社
　取締役会 御中

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 植 木 貴 幸 ㊞

指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 金 澤 聡 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、東洋合成工業株式

会社の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの第68期事業年度の計算書類、

すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びに

その附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に

準拠して計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これに

は、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成

し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用すること

が含まれる。

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計

算書類及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我

が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監

査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないか

どうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査

を実施することを求めている。
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　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠

を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正

又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基

づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明す

るためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じ

た適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な

表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針

及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断

している。

監査意見

　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公

正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書

に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示している

ものと認める。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載

すべき利害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告

監 査 報 告 書
当監査役会は、平成29年4月1日から平成30年3月31日までの第68期事業年度の取締
役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本
監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１． 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（１）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施

状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からそ
の職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

（２）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、
職務の分担等に従い、取締役、内部監査部門その他使用人等と意思疎通を
図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で
監査を実施しました。

①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の
執行状況について報告を受け、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要
な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合する
ことを確保するための体制その他株式会社の業務の適正を確保するために
必要なものとして会社法施行規則第100条第1項及び第3項に定める体制の整
備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制
（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用
の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表
明いたしました。
なお、財務報告に係る内部統制については、取締役等及び会計監査人から
当該内部統制の評価及び監査の状況について報告を受け、必要に応じて説
明を求めました。

③事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第3号イの基本方針及び
同号ロの各取組みについては、取締役会その他における審議の状況等を踏
まえ、その内容について検討を加えました。

④会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを
監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について
報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職
務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第
131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月
28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応
じて説明を求めました。また、会計監査人から公認会計士・監査審査会に
よる検査、日本公認会計士協会による品質管理レビュー（通常レビュー）
の結果の報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算
書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びそ
の附属明細書について検討いたしました。
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２． 監査の結果
（１）事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正し
く示しているものと認めます。

②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する
重大な事実は認められません。

③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。
また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職
務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

④事業報告に記載されている会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者
の在り方に関する基本方針については、指摘すべき事項は認められません。
事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第3号ロの各取組みは、
当該基本方針に沿ったものであり、当社の株主共同の利益を損なうもので
はなく、かつ、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではないと
認めます。

（２）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると
認めます。

平成30年５月18日
東洋合成工業株式会社 監 査 役 会

常勤監査役 森 寧 ㊞

社外監査役 宮 﨑 誠 ㊞
社外監査役 越 山 滋 雄 ㊞

　

以 上
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株主総会参考書類
　

第１号議案 取締役７名選任の件

　取締役６名全員は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つきましては、

経営体制の一層の強化を図るため、１名増員して新たに取締役７名の選任をお願いす

るものであります。

　取締役候補者は次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、当社における地位、担当及び
重 要 な 兼 職 の 状 況 等

所有する当社
の 株 式 数

１

木
き

　 村
むら

　 有
ゆう

　 仁
じん

(昭和51年１月19日生)

平成13年４月 日本電気㈱入社

1,094,800株

平成15年４月 当社入社

平成18年４月 当社 経営企画部長

平成19年６月 当社取締役 経営企画部長

平成20年６月 当社常務取締役 経営企画部長

平成22年６月 当社常務取締役 感光材事業本部長

平成23年２月 当社常務取締役 感光材事業本部長

兼 エネルギー事業部長

平成24年６月 当社代表取締役社長（現任）

（重要な兼職の状況）

公益財団法人東洋合成記念財団 理事長

＜取締役候補者の選任理由＞

木村有仁氏は、当社の代表取締役社長として経営を担っており、戦略策定力と実行力により

当社の業績向上を牽引してきた実績から、今後も当社の企業価値向上の経営に欠かせないも

のと判断し、取締役候補者といたしました。

２

出
で

　 来
き

　 彰
あきら

(昭和28年１月25日生)

昭和51年４月 プロクター・アンド・ギャンブル・

ジャパン㈱入社

3,500株

平成６年９月 同社 滋賀工場長

平成12年５月 同社 プロダクトサプライマネージ

ャー

平成20年７月 当社入社 調達部長

平成22年６月 当社取締役 調達部長

平成28年１月 当社取締役 化成品事業本部長

平成28年６月 当社常務取締役 化成品事業部長

（現任）

＜取締役候補者の選任理由＞

出来彰氏は、化成品事業及び原料調達に関して豊富な業務経験を有しており、その経験が引

き続き当社の経営に欠かせないものと判断し、取締役候補者といたしました。
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候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、当社における地位、担当及び
重 要 な 兼 職 の 状 況 等

所有する当社
の 株 式 数

３

渡
わた

　 辺
なべ

　 宏
こう

　 一
いち

(昭和37年10月25日生)

昭和60年４月 千葉トヨタ自動車㈱入社

8,200株

昭和63年９月 リンナイ㈱入社

平成元年６月 当社入社

平成11年４月 当社 営業本部物流営業課長

平成15年４月 当社 ロジスティック事業本部長

平成17年６月 当社取締役 ロジスティック事業本

部長

平成23年５月 当社取締役 ロジスティック事業部

長 兼 環境安全部長

平成27年５月 当社取締役 ロジスティック事業部

長（現任）

＜取締役候補者の選任理由＞

渡辺宏一氏は、当社の安全操業及びロジスティック分野に関して豊富な知見と経験を有して

おり、強いリーダーシップで事業を牽引している実績から、引き続き当社の経営に欠かせな

いものと判断し、取締役候補者といたしました。

４

宮
みや

　 澤
ざわ

　 貴
たか

　 士
し

(昭和41年２月２日生)

平成３年４月 理化学研究所入所

2,000株

平成10年４月 神奈川科学技術アカデミー入所

平成12年５月 セイコーエプソン㈱入社

平成15年９月 米国Oliff&Berridge法律事務所出向

平成16年９月 セイコーエプソン㈱帰任

平成25年２月 当社入社 知的財産権部長

平成26年７月 当社執行役員 知財法務部長 兼

マイクロ化学研究グループ長

平成28年12月 当社執行役員 知財法務部長 兼

先進技術研究グループ課長

平成29年６月 当社取締役 感光材研究所長（現

任）

＜取締役候補者の選任理由＞

宮澤貴士氏は、研究開発及び知的財産に関する高度な専門性を有しており、その実績、能

力、経験が引き続き当社の経営に欠かせないものと判断し、取締役候補者といたしました。
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候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、当社における地位、担当及び
重 要 な 兼 職 の 状 況 等

所有する当社
の 株 式 数

５

平
ひら

　澤
さわ

　 聡
さと

　美
み

(昭和40年６月15日生)

昭和63年４月 日本電気㈱入社

600株

平成９年10月 Ball Semiconductor Inc. 入社

平成12年４月 STMicroelectronics Inc. 入社

平成13年９月 イーケーシー・テクノロジー㈱（現

デュポン㈱） 入社

平成18年９月 同社リージョナルマーケティング・

プロダクトマネージャーアジアパシ

フィック

平成25年10月 当社入社

平成26年７月 当社執行役員 感光材事業部長

平成29年６月 当社取締役 感光材事業部長（現

任）

＜取締役候補者の選任理由＞

平澤聡美氏は、半導体をはじめとする電子材料分野全般において豊富な業務経験を有してお

り、感光材事業を成長させている実績、その能力、経験が引き続き当社の経営に欠かせない

ものと判断し、取締役候補者といたしました。

６

※

渡
わた

瀬
せ

　 夏 生
なつ お

(昭和36年７月25日生)

昭和60年４月 ヘキストジャパン㈱（現サノフィ

㈱）入社

0株

平成９年４月 クラリアントコーポレーション㈱

（米国）へ出向 グローバル プロ

ダクトマネジャー

平成15年10月 クラリアント台湾有限公司（台湾）

へ出向 電子材料部門長 兼 新竹

工場長

平成16年10月 AZ Electronic Materials（現Merck

KGaA） Vice President

平成25年６月 カルゴンカーボンジャパン㈱ 代表

取締役社長

平成28年12月 当社入社 顧問

平成29年６月 当社執行役員 化成品事業部副事業

部長 兼 化成品事業企画部長（現

任）

＜取締役候補者の選任理由＞

渡瀬夏生氏は、グローバル企業の経営者としての豊富な経験と知見を有しており、その経験、

能力が当社のグローバル事業経営の推進に欠かせないものと判断し、取締役候補者といたし

ました。
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候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、当社における地位、担当及び
重 要 な 兼 職 の 状 況 等

所有する当社
の 株 式 数

７

鳥
とり

　 井
い

　 宗
むね

　 朝
とも

(昭和27年３月３日生)

昭和51年４月 松下電工㈱（現パナソニック㈱）入

社

500株

平成15年12月 同社経営執行役

平成18年４月 同社常務取締役 電子材料本部長

平成22年４月 同社専務取締役 電子材料本部長

平成24年10月 ダイソー㈱（現㈱大阪ソーダ）執行

役員 営業本部副本部長

平成25年６月 同社取締役 上席執行役員 機能材

事業部長

平成27年６月 当社取締役（現任）

＜社外取締役候補者の選任理由＞

鳥井宗朝氏は、長年の企業経営に関する豊富な経験と知見から、当社の社外取締役として有

用な意見をいただいており、引き続き独立した立場から取締役会の意思決定に際し適切な助

言を受けられるものと判断し、社外取締役候補者といたしました。

（注） １．木村有仁氏は、公益財団法人東洋合成記念財団の理事長であり、当社は当公益財団法人の
運営に際し、一部寄付を行っております。その他の各候補者と当社の間には、特別の利
害関係はありません。

２．※は新任の取締役候補者であります。
３．鳥井宗朝氏は社外取締役候補者であります。なお、当社は、鳥井宗朝氏を㈱東京証券取

引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。
４．鳥井宗朝氏は、現在、当社の社外取締役でありますが、社外取締役としての在任期間は、

本総会の終結の時をもって３年となります。
５．当社は、鳥井宗朝氏との間で、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１

項の損害賠償責任を限定する契約を締結しており、当該契約に基づく賠償限度額は、同
法第425条第１項に定める最低責任限度額としております。なお、同氏の再任が承認され
た場合、当社は同氏との間の責任限定契約を継続する予定であります。
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第２号議案 補欠監査役１名選任の件

　法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、予め補欠監査役１名の選

任をお願いするものであります。

　なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。

　補欠監査役候補者は、次のとおりであります。

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、当社における地位、及び
重 要 な 兼 職 の 状 況 等

所有する当社
の 株 式 数

萩　原
はぎ わら

　正
しょう

　一
いち

(昭和23年１月１日生)

昭和46年４月 ㈱千葉銀行入行

1,000株

平成３年６月 同行秘書室長

平成６年６月 同行市川支店長

平成７年６月 同行人事部長

平成９年６月 同行総務部長

平成12年６月 ㈱総武出向・取締役営業部長

平成15年２月 同社常務取締役

平成20年６月 当社常勤監査役

平成28年６月 当社非常勤監査役

平成29年６月 当社非常勤監査役 退任

＜補欠社外監査役候補者の選任理由＞

萩原正一氏は、長年にわたり㈱千葉銀行の経営に携わり、各分野において高い見識を有しており、

長年の豊富な監査経験を活かしていただけると判断し、補欠社外監査役候補者といたしました。

（注） １．候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
２．萩原正一氏は、補欠の社外監査役候補者であります。
３．萩原正一氏が監査役に就任した場合には、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第

423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結する予定であります。当該契約に基づ
く賠償限度額は、同法第425条第１項に定める最低責任限度額としております。

４．萩原正一氏が監査役に就任した場合には、当社は、㈱東京証券取引所の定めに基づく独
立役員として指定し、同取引所に届け出る予定であります。

第３号議案 役員賞与支給の件

　当事業年度末時点の取締役６名（うち社外取締役１名）及び監査役３名（うち社外

監査役２名）に対し、当事業年度の業績等を勘案して、役員賞与を総額32,054千円

（取締役分24,910千円（うち社外取締役分3,525千円）、監査役分7,144千円（うち社外

監査役分3,572千円））を支給いたしたいと存じます。

　なお、各取締役及び各監査役に対する金額は、取締役については取締役会に、監査

役については監査役の協議にご一任願いたいと存じます。

以 上
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至東京

首都高速湾岸線
浦安出入口

至東関道

至千葉

至東京

JR京葉線

消防署今川出張所

NTT

浦安
I.C.

富岡
派出所 順天堂

浦安病院

出光

ロータリー

新浦安駅

ローソン

モナ ショッパーズ
プラザ

新浦安駅

ショッパーズ
プラザ

ロータリー
モナ

アトレ

明治生命ビル

浦 安
ブライトン
ホテル

浦安市役所 (

至
葛
西
橋
通
り)

や
な
ぎ
通
り

若
潮

公
園

株主総会会場ご案内図

会 場 千葉県浦安市美浜１－９

浦安ブライトンホテル １階 フィースト

電 話 047（355）7777

＜交通のご案内＞

（電車） ○ JR京葉線新浦安駅より徒歩１分 (改札口を出て「アトレ」入口手前を左折)

（東京ベイシティ交通バス）

○ 東西線浦安駅(浦安駅入口)発舞浜駅行(２系統) 新浦安駅北口下車１分

○ 東西線浦安駅(浦安駅入口)発マリナイースト21行(３系統) 新浦安駅下車１分
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